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1. はじめに
高齢化が進行する中, 高齢者の健康の維持および向上が社会的な関心事の 1つとなっている.
高齢者の健康を規定する要因の 1つに社会関係がある (House, Landis and Umberson, 1988).
これまでの研究によれば, 豊富な社会関係をもつ人ほど健康状態が良好であることが指摘されて
いる (Berkman and Glass, 2000).
高齢者の社会関係の中で, その中心を占めているのが家族である. 家族と高齢者の健康の関連
については, 主に米国で研究が進められている (Ross, Mirowsky and Goldesteen, 1990:
Umberson and Williams, 1999). しかし, 日本において, 両者の関連を実証的に検討した研究
は少ない(1).






Mirowsky and Goldesteen, 1990).
しかし, この結果を受けて ｢結婚している方が健康に良い｣ と言えるほど, 事態は単純ではな
い. この結果に対しては, これまで 3つの理論的な解釈が提起されている.
1 つは, 保護仮説である (Gove, 1973). この仮説によれば, 結婚は人々に保護的な作用をも






う. 本仮説は, 配偶者の有無による健康上の差異を説明する上で, もっとも分かりやすく, かつ
伝統的な仮説と言える.







3 つめは, 選択仮説である (Umberson and Williams, 1999). これは有配偶だから健康なの








本テーマについては, 主に米国で研究が進んでいる. 米国の先行研究については, 高齢者以外
を対象とした研究も含め広く検討することで, 研究全体の動向を概観する.
1980 年代の家族と健康の関連に関する先行研究を概観したものに Ross, Mirowsky and
Goldesteen (1990) がある. この論文によれば, 離婚や別居や未婚や未亡人であるより, 有配
偶者の方が健康であると結論している.
現在でもこの見解は一定に支持されている. しかし, 配偶者の有無と健康の関連を検討した近
年のレビュー論文では, 上記の見解とは少し異なった指摘がなされている (Umberson and
Williams, 1999). Umberson and Williams (1999) は, 配偶者の有無による健康上の差異が見
られない研究があること, かつ, 結果に一貫性も見られないことを率直に指摘している.
結果に一貫性が見られない理由の 1つとして, 個々の研究によって配偶者の有無の各カテゴリー
の編成の仕方が異なることを挙げている. 例えば, 有配偶と無配偶を比較する際に, 無配偶の中
に離婚, 死別, 未婚のいずれか (あるいはすべて) を入れるかによって結果が変わってくると指
摘している (Umberson and Williams, 1999).
以上のレビュー論文により, 大まかに研究動向をつかむとすれば, 1980 年代までは有配偶の
方が健康であるという結論が大勢を占めていたが, 1990 年代以降は配偶者の有無の影響に関す




Simon (2002) は, 米国の家族に関する全国調査であるNSFH を用いて, 配偶者の有無と抑
うつとの関連を検討した. サンプルは, 19 歳以上である. この研究の無配偶には, 離死別者,
未婚者の双方が含まれている. 分析の結果, 男女ともに, 有配偶の方が無配偶より抑うつが低い
ことが示された. 先の仮説でいえば, 保護仮説を支持する研究の 1つと言えるだろう.
上記の研究では, 有配偶, 無配偶の 2つのカテゴリーによる比較になっており, 有配偶者に対
して, 離死別者, 未婚のどちらとの差が大きいのかを峻別できない. こうした課題を解決するた
め, 無配偶群を未婚, 離婚, 死別とわけて有配偶と比較することが求められる. この点を検討し
たのが, Williams, Takeuchi and Adair (1992) の研究である.




しかし, 横断的な研究では, 配偶状態が健康状態を規定しているのか, 健康状態が配偶状態を
規定しているのかを明らかにすることができない. 90 年代以降, 縦断的データの整備が進んだ
ことで, いくつかの研究がこの点を検証した.
全体を見ると, まだ一貫した結果は出ていない. 選択仮説を検証した Joung, Mheen, Stronks
et al (1998) の研究によれば, 健康度が低いものは 1.5 倍離婚する確率が高いことが明らかにさ
れた. 論文の著者は, 今後検討が必要だと断りながら, 少なくとも離婚に関してはある程度選択




一方, 保護仮説を支持する研究もある. Johnson, Backlund and Sorlie et al (2000) では,
米国の全国縦断死亡研究 (National Longitudinal Mortality Study) のデータを用いて, 配偶
者の有無とその後の死亡率との関連を見た. 分析の結果, 有配偶と比較した場合, 離婚や別居し






以上, 米国の研究を中心に先行研究を見てきた. しかし, 配偶状態と人々の健康との関連にお
配偶者の有無と高齢者の主観的健康感
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いては国や文化による違いも考えられる. 以下では, 高齢者を対象とし, かつ主観的健康感を従
属変数とし, かつ配偶者の有無を投入した論文に絞って, わが国における先行研究を見ていく.
芳賀・七田・永井他 (1984) では, 東京都小金井市に住む 69 歳から 71 歳の高齢者を対象に調
査を行い, 836 名を対象に分析を行った. 分析を行った結果, 配偶者の有無と主観的健康感との
間に有意な関係は見られなかった.
中村・金子・河村他 (2002) では, 全国 20の市町村の 65歳以上の在宅高齢者を無作為抽出し,
6094 名を対象に主観的健康感の関連要因を検討した. その中で, 配偶者の有無が取り上げられ
ているが, 配偶者と死別している者の方が有配偶の者より主観的健康感が高いという結果が出て
いる. 有配偶より無配偶の方が健康であることを示す結果となっている.




まず 1つは, 配偶者の有無と高齢者の主観的健康感の関連性を検討することである. 国内では
研究の蓄積が少ないので, まず両者の変数間の関連を確認する.
2 つめは, 配偶状態の持続期間の影響を検討に盛り込むことである. 米国の近年の研究では,
健康にとって重要なのは配偶者の有無そのものではなく, 配偶状態間の移行 (marital transi-
tions) であるとの指摘がなされている (Wade and Pevalin, 2004: Williams and Umberson, 20
04). この考え方は先に述べた危機移行仮説と親和的である. この点も分析に取り入れていく.
3 つめは, 性差を検討することである. 配偶者の有無と健康の関連に関しては, 性役割仮説が
指摘され, 長い間論争が続いている (Gove, 1973: Simon, 2002: Umberson and Williams, 1999).
これは, 結婚は男性にとって健康上ベネフィットがあり, 女性にはあまり健康上のベネフィット
がないとする仮説である. 本仮説に関しては, 支持する研究と不支持の研究の双方があり, 結果
は一貫していない (Simon, 2002). しかし, 国内においてはまだ性差による違いを検討した研
究は少ない (稲葉, 2001 を除く). 本研究では, 性別によって配偶者の有無と主観的健康感との
間にどのような違いがあるのかを検証する.
以上の研究課題から, 本論文では以下 3つの仮説を検討する.
仮説 1は, 有配偶が無配偶より健康上優位であるか否かを検証するものである. 米国において
示されることが多い関連であるが, 日本において見られるかを検証する.
仮説 1：有配偶の方が無配偶の者より主観的健康感が高い
仮説 2は, 先述した理論仮説の中でも危機移行仮説を検証するものである. 危機移行仮説によ




援用し, 健康度が低いのは有配偶から無配偶への移行群 (離死別 1年以内) であり, 有配偶継続
群と無配偶継続群 (離死別 1年以上) との間に健康上有意差は見られない, という仮説を立てる.
仮説 2：主観的健康感が低いのは有配偶から無配偶への移行群 (離死別 1年以内) であり, 有






本分析で用いるデータは, 日本福祉大学が取り組むAGES (Aichi Gerontological Evaluation
Study) プロジェクトのうち, 高知県で得られた一般高齢者のデータ 4255 名である (近藤,
2007)(2).
独立変数は, 配偶者の有無と配偶状態の地位移行である. 配偶者の有無は, 有配偶と無配偶の
2つのカテゴリーからなる. なお, 未婚は該当するケース数が少ないため, 今回の分析では除外
した. 配偶状態の地位移行は, 有配偶, 無配偶 (離死別経験して 1年以内), 無配偶 (離死別し
て 1年以上) の 3つの群により構成されている. 本データは横断的データであるが, これにより,
有配偶であるもの, 1 年以内に配偶者を亡くしたもの, 配偶者を亡くして 1年以上たつ者と 3つ
に分類することができる.
従属変数は, 主観的健康感である. 具体的には, ｢現在のあなたの健康状態はいかがですか？｣
との問に ｢とてもよい／まあよい／あまりよくない／よくない｣ の 4件法で尋ねている. 本分析
の中では, 数値が高いほど自身を健康と評価していることを意味している.







まず性別であるが, 男性が 1817 名 (43.5％), 女性が 2358 名 (56.5％) となっている.
年齢についてだが, 65－69 歳が 1145 名 (27.4％), 70－74 歳が 1277 名 (30.6％), 75－79 歳
が 1002 名 (24.0％), 80－84 歳が 518 名 (12.4％), 85 歳以上が 231 名 (5.5％) となっている.
配偶者の有無についてだが, 有配偶が 3034 名 (71.3％), 無配偶が 1221 名 (28.7％) となっ
ている. 一方, 配偶状態の地位移行については, 有配偶継続が 3034 名 (71.3％), 離死別を 1年
以内に経験した無配偶者が 235 名 (5.5％), 離死別を経験して 1 年以上たつ無配偶者が 986 名
(23.2％) となっている.
教育年数は, 6 年未満が 239 名 (5.7％), 6－9 年が 1977 名 (47.1％), 10－12 年が 1572 名
(37.5％), 13 年以上が 406 名 (9.7％) となっている.
等価所得は, 200 万円未満が 1853 名 (53.4％) で, 200－400 万円未満が 1277 名 (36.8％),
400 万円以上が 339 名 (9.8％) となっている.
就業状態は, 働いているものが 1158 名 (28.0％), 働いていない者が 2979 名 (72.0％) であ
る.




まず男性の結果から見ていく (表 1). 配偶者の有無と主観的健康感との間に有意な関連は見
られなかった (F＝.633 ns). 統制変数の中では, 等価所得と就労状態が有意な関連を見せた.
等価所得が高いほど, 就労しているほど, 主観的健康感が有意に高いことが示された. 年齢と主
観的健康感との関連は有意な傾向にとどまった.
次に, 女性の結果に移る (表 2). 女性においては, 配偶者の有無と主観的健康感との間に有
意な傾向が見られた (F＝3.379 p＜.10). 結果の内容は, 無配偶の方が有配偶より主観的健康
感が高いというものだった (有配偶女性M＝2.64, SD＝.04：無配偶女性M＝2.72, SD＝.03).
意外なようだが, 本分析の結果では有配偶より無配偶の方が主観的健康感が良好であることが示
された.
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表 1 主観的健康感を従属変数とした分散分析－男性
平方和 自由度 平均平方 F 値
年齢 4.076 4 1.019 2.221＋
教育年数 1.610 3 .537 1.170
等価所得 5.390 2 2.695 5.875**
就労状態 6.223 1 6.223 13.567**
世帯人数 .679 2 .340 .740
配偶者の有無 .290 1 .290 .633
＋p＜.10 *p＜.05 **p＜.01
統制変数の中では, 年齢, 教育年数, 就労状態が有意であることが示された. 完全な線形の関
係ではなかったが, 基本的に年齢が若いほど, 教育年数が長いほど, 主観的健康感が高まってい
た. そして就労しているほど主観的健康感が高かった. 等価所得は有意な傾向にとどまった.
 配偶状態の地位移行と高齢者の主観的健康感の関連に関する分析
次に, 配偶状態の地位移行を独立変数とした分散分析を行った. 従属変数は, 上と同じく, 主








平方和 自由度 平均平方 F 値
年齢 7.762 4 1.940 4.812**
教育年数 5.155 3 1.718 4.262**
等価所得 2.384 2 1.192 2.956＋
就労状態 4.343 1 4.343 10.771**
世帯人数 .455 2 .228 .565
配偶者の有無 1.362 1 1.362 3.379＋
＋p＜.10 *p＜.05 **p＜.01
表 3 主観的健康感を従属変数とした分散分析－男性
平方和 自由度 平均平方 F 値
年齢 4.020 4 1.005 2.190＋
教育年数 1.593 3 .531 1.157
等価所得 5.411 2 2.705 5.896**
就労状態 6.203 1 6.203 13.519**
世帯人数 .700 2 .350 .763
配偶状態の地位移行 .514 2 .257 .560
＋p＜.10 *p＜.05 **p＜.01
表 4 主観的健康感を従属変数とした分散分析－女性
平方和 自由度 平均平方 F 値
年齢 8.100 4 2.025 5.042**
教育年数 5.115 3 1.705 4.245**
等価所得 2.161 2 1.080 2.690＋
就労状態 4.238 1 4.238 10.553**
世帯人数 .273 2 .136 .340
配偶状態の地位移行 4.431 2 2.215 5.516**
＋p＜.10 *p＜.05 **p＜.01
いて主観的健康感が低下する. そして, 離死別から 1年以上経過した無配偶の主観的健康感は上
昇していた (図 1). 多重比較の分析を行った結果, 有配偶継続と無配偶 (離死別 1 年以内) の





ら, 分析結果をまとめていく. 最後に, 今後の課題について述べる.








次は仮説 2である. 仮説 2は危機移行仮説を念頭に置いていた. 危機移行仮説とは, 有配偶が
無配偶に比べ健康上優位に見えるのは, 離婚や死別して間もない者の健康度が低く, こうした人々
が無配偶全体の健康度を押し下げている, というものである. したがって, 有配偶者と未婚者お


























者 (離死別 1年以内) の主観的健康感が低い, ②無配偶者 (離死別 1年以内) より無配偶者 (離
死別 1年以上) の方が主観的健康感が高い, ③有配偶者と配偶者 (離死別 1年以上) の主観的健
康感に差が見られない, の 3つが結果を見る上でポイントになっていた.
分析の結果, この危機移行仮説は男性においては支持されなかったが, 女性においては支持さ
れた. 女性で見ると, 有配偶から無配偶 (離死別 1年以内) にかけて主観的健康感が低下し, か








した関連は男性では見られなかった. したがって, この結果は, 結婚が女性にとってより負担が
多いとする性役割仮説の内容に基本的に沿ったものと考えることもできる.
さまざまな結果を述べてきたが, 本分析結果のポイントは 2つある. 1 つは保護仮説が支持さ
れなかったことである. 米国の従来の研究では, 健康上, 有配偶であることがプラスになること
が指摘されてきたが, 本分析の範囲では男女とも有配偶であることの健康上の優位性は見られな
かった. 今回の分析結果では, 女性において, 有配偶より無配偶の方が主観的健康感が高いこと
が示された.







金子・河村他 (2002) では, 全国 20 の市町村の 65 歳以上の在宅高齢者を無作為抽出し, 6094
名を対象に主観的健康感の関連要因を検討した結果, 配偶者と死別している者の方が有配偶の者

















もう 1つは, 方法論的な解釈である. 無配偶者の主観的健康感が有配偶のそれより高いのは,
死別や離別に耐えられるような, 健康な無配偶者が回答していることが考えられる (中村・金子・





1 つめの課題は, 本研究のサンプルについてである. 分析に用いたケース数は比較的大規模で
あるが, 高知県在住の高齢者が分析対象になっている. 他の地域や他の年代において同様な結果
が得られるかについては, 今後の研究課題となる.
2 つめの課題は, 従属変数が主観的健康感に限定されていることである. 他の指標においても
同様な結果になるかはわからない. 例えば, 抑うつや身体的な健康指標を検討した場合, 今回の
分析結果とは異なる結果になる可能性がある. この点も今後の研究課題となる.
3 つめは, 社会経済的地位への目配りである. たとえば, 配偶者の有無やその移行そのものが








 今回の分析では, ライフイベントの質問項目 (1 年以内に配偶者を亡くした) に回答している者に限
定している.
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